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３ 職場復帰後支援
育児休業から復帰後、仕事と育児の両立が特に困難な時期にある労働者のため、以下の制度導入など

の支援に取り組み、利用者が生じた中小企業事業主に支給します。

●育児・介護休業法を上回る「①子の看護休暇制度（有給・時間単位）」または「②保育サービス費

用補助制度」を導入していること。

●対象労働者が１か月以上の育児休業(産後休業含む)から復帰した後６か月以内において、導入した

制度の一定の利用実績(①子の看護休暇制度は 10 時間以上（有給）の取得、②保育サービス費用補

助制度は３万円以上の補助)があること。

制度導入 ３０万円

制度利用
① 子の看護休暇制度 1,000 円×時間

② 保育サービス費用補助制度 実費の２/３

※制度導入については、①または②の制度導入時いずれか１回のみ支給

※制度導入のみの申請は不可

※制度利用は、最初の申請日から３年以内５人まで支給

※１事業主当たりの上限は、①：２００時間、②：２０万円まで

＜育児休業等に関する情報公表加算＞※1～３のいずれかに１回のみ加算

●自社の育児休業の取得状況（男性の育児休業等取得率、女性の育児休業取得率、男女別の育児休業

取得日数）を「両立支援のひろば」サイト上で公表した場合に支給額を加算します。

支給額 ２万円

支給対象となる取組

助成額

沖縄労働局 雇用環境・均等室 (TEL:098-868-4403)

母性健康管理措置による休暇取得支援コース)

両立支援等助成金(新型コロナウイルス感染症に関する

■ 原則として令和 5 年９月 3０日までの期間で、①～④全ての条件を満たした事業主が対象です。

① 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師の指導により、

休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度 (年次有給休暇を除き、年次

有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払われるものに限る)を整備し、

② 当該有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容とあわせて

全ての労働者に周知した事業主であって、

③ 令和５年４月１日から令和５年９月３０日までの間に、当該休暇を合計して 20 日以上取得させる

とともに、

④男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理措置（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置を含

む）について、休暇制度の他に妊娠中の女性労働者が勤務を続けやすくするために、自社が対応できる措置

を具体的に就業規則又は労働協約に規定し、全ての労働者に周知した事業主。

対象となる労働者

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師の指導により休業が必要と

された妊娠中の女性労働者（雇用保険被保険者に限る）

対象となる有給の休暇制度

■休暇制度の整備、既存の特別休暇の利用

この助成金の対象となる休暇制度を整備することが必要です。既存の特別休暇の対象に含まれることを明示

して、労働者に周知することでも対象になります。

■制度の周知方法

有給の休暇制度と新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容を、全ての労働者が知ること

ができるよう、適切な方法で周知を行うことが必要です。

（例）・事業所の見やすい場所に制度の内容を掲示する

・制度の内容を記載した書面を労働者へ交付する

・電子メールを利用して労働者に制度の内容を送信する など

助成金の対象

助成内容

申請期間

対象労働者 1 人当たり ２０万円 ※1 事業所当たり 5 人まで

対象労働者の有給休暇の延べ日数が合計 20 日に達した日の翌日から

令和 5 年１１月 3０日まで ※事業所単位ごとの申請です。

◎その他詳しい支給要件や手続きについては、厚生労働省ホームページをご覧ください。


